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平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費事 業 名

予 算 額 １，３８２，９８９千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

地球温暖化の防止や水土保全、水源かん養等に不可欠な京都の森

林について 「緑の公共事業アクションプラン」に基づき、昨年制、

定した「豊かな緑を守る条例」の制度を活用しながら、多様な主体

の参加と連携で森林を守り育てる様々な取組を促進することによ

り、緑豊かな環境を守り、併せて新たな雇用を創出する。

２ 事業概要

５６，０００千円

▲

京都モデルフォレストの推進

府民協働による森林づくり ２事業 ５５，０００千円

木のネットワークづくり １事業 １，０００千円

８９３，００９千円

▲

公益性の高い森林の緊急的整備

事業内容 放置森林の整備 １事業 ９８，７２０千円

水源地域等の森林整備 ２事業 ２６５，４１２千円

目 的 風倒木被害森林の再生 １事業 ８６，３９７千円

対 象 京都・文化の森づくり １事業 ９，４００千円

方 法 等 森林機能保全対策 １事業 ４３３，０８０千円

１４，０８０千円

▲

森林整備による雇用の創出

担い手の育成 １事業 ４，０８０千円

野生鳥獣との共生の森づくり １事業 １０，０００千円

２３３，３００千円

▲

木質資源の積極的な利活用

公共事業での間伐材等の利用 ６事業 ２１２，３００千円

間伐材等の利用拡大の促進 １事業 ２１，０００千円

１８６，６００千円

▲

森林生態系の保全

野生鳥獣害対策の推進 ２事業 １０６，７６５千円

森林病害虫対策の実施 ２事業 ７９，８３５千円

３ 雇用見込人数

５８３人

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 直通電話番号 075-414-5015

農林水産－１



緑の公共事業一覧

（単位：千円、人）

頁 区分 事業内容 区分 予算額 担当部局実雇用見込人数

１ 京都モデルフォレスト創造事業費 継続 15,000 － 農林水産部京都モデ

２ 京都の木のネットワークづくり事業費 継続 1,000 － 農林水産部ルフォレ

３ 森林吸収源対策推進事業費 新規 40,000 － 農林水産部スト推進

４ 公益性 いのちと環境の森づくり事業費 継続 98,720 155 農林水産部

５ の高い 災害に強い森づくり事業費 新規 56,000 17 農林水産部

６ 森林の 安心・安全の森整備事業費[公共治山] 継続 209,412 56 農林水産部

７ 緊急的 風倒木被害森林緊急再生事業費[公共造林] 継続 86,397 43 農林水産部

８ 整備 京都・文化の森づくり事業費 継続 9,400 15 農林水産部

９ 森林機能保全対策費 継続 433,080 － 農林水産部

10 緑の公共担い手育成事業費 継続 4,080 12 農林水産部雇用の創

11 人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費 継続 10,000 10 農林水産部出

12 木質資 森のゼロエミッション治山事業費 継続 25,000 － 農林水産部

13 源の積 緑の河川復活事業費 継続 100,000 93 土木建築部

14 極的な 緑の渓流復活事業費 継続 30,000 12 土木建築部

15 利活用 緑の散策道等再生事業費 継続 10,000 6 土木建築部

16 府営住宅建設費 継続 26,300 － 土木建築部

17 府営住宅ストック総合活用事業費 継続 21,000 － 土木建築部

18 環境にやさしいｳｯﾄﾞﾏｲﾚｰｼﾞ認証木材 継続 21,000 8 農林水産部推進事業費

19 森林生 特定鳥獣保護管理推進事業費 継続 30,940 20 農林水産部

20 態系の 野生鳥獣被害対策事業費 継続 75,825 － 農林水産部

21 保全 ナラ枯れ被害対策事業費 継続 2,089 3 農林水産部

22 松くい虫等防除関連事業費 継続 77,746 133 農林水産部

合 計 1,382,989 583

農林水産－１-１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

京都モデルフォレスト創造事業費

予 算 額 １５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

、 、 、 、 、森林所有者 地域住民やボランティア団体 ＮＰＯ 企業 大学

行政等が連携し、府民ぐるみで森林を守り育てるモデルフォレスト

の運動を展開していくため 「豊かな緑を守る条例」の制度を活用、

し、地域の森林づくりを進めるための仕組みづくりや多様な取組の

支援、府民や企業等の参加の促進等を図る。

２ 事業概要

① モデルフォレストネットワークづくり事業

多様な主体の参画による「地域協議会」を設置し、地域ごとの多様な

事業内容 活動を推進するとともに 「広域ネットワーク組織」を設置し、情報の、

発信や団体の交流等を推進する。

② 府民参画促進事業目 的

対 象 条例に基づく重点区域内でのモデル的、実験的な取組を推進するとも

方 法 等 に、協定に基づく森林内活動を行う団体への支援や基礎的な安全講習等

の実施により、府民や企業参加の森林の利用・保全活動を広げる。

③ 人材育成事業

「里山整備マイスター」等を通じた活動団体への技術指導等を行うと

ともに、地域の多様な活動をコーディネートする人材を育成する。

④ 活動フィールド保全事業（新規）

小規模開発等の状況を的確に把握することにより、条例に基づく開発

、 。計画の協議制度の実効性を高め 円滑なボランティア活動等を推進する

⑤ 森林利用保全促進事業（新規）

市町村による重点区域候補地の調査を支援するとともに、森林利用保

全計画の策定に向けた合意形成を図る。

３ 事業主体 府、市町村等

林務課計画指導担当 075-414-5002
担当課・係名 課・係 電話番号緑の公共事業推進プロジェクト 075-414-5015

農林水産－１-２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

京都の木のネットワークづくり事業費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府内において京都の木で京都の家を建てる取組を進めている団

体の取組を支援し、そのネットワークの充実強化促進を通じて、

府内産木材利用の一層の拡大を図る。

２ 事業概要

京都の木の家づくり講座や住宅相談会等の活動に対する助成

３ 実施主体事業内容

府内産木材の生産者、流通業者、消費者等で組織する団体

目 的

対 象

４ 補助率方 法 等

１／２

担当課・係名 林務課普及指導支援室 課･係･電話番号 075-414-5005

農林水産－１-３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

森林吸収源対策推進事業費

予 算 額 ４０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

府が所有している森林の数値データと図面データを電算機に取り

込み、一元的に解析・処理できる地理情報システム（森林ＧＩＳ）

を構築し、森林情報の精度向上を図るとともに、放置森林の的確な

整備等による森林の二酸化炭素吸収源対策を推進する。

２ 事業概要

１）紙ベースで管理している森林計画図を電子化し、パソコン上で

森林の数値データと図面データを一元管理するシステムを構築す

る。事業内容

） 、 、 。２ 市町村 森林組合等と連携し 新たなシステムの試行等を行う

目 的

対 象 例）森林のゾーニング、放置森林の抽出、間伐材を利用する森林の範

方 法 等 囲の抽出、他の電子化された地図等との重ね合わせ、森づくりのシ

ュミレーション等

３ 実施主体 京都府

担当課・係名 林務課計画指導担当 課･係･電話番号 075-414-5002

農林水産－１-４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

いのちと環境の森づくり事業費

予 算 額 ９８，７２０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

放置された人工林等を対象に、森林所有者との協定により一定

期間の伐採利用禁止等の措置を講じながら、環境保全の視点から

間伐を軸に針広混交林化を促進する。

２ 事業概要

① 森林機能回復整備事業

造林未済地における広葉樹の植栽や放置森林での強度の間伐

等の実施

② 森林適正整備推進事業

水源かん養等の機能を高度に発揮するため、国庫補助対象と事業内容

ならない８齢級（36年生～40年生）から１２齢級（56年生～60

年生）の高齢級の間伐と間伐材の搬出、及びこれに伴う施業路目 的

開設の実施対 象

③ 放置竹林拡大防止事業方 法 等

放置されたことにより森林に侵入した竹林の伐採整理の実施

３ 事業主体

① (社)京都府森と緑の公社

② 市町村、森林組合、森林所有者等

③ 市町村、森林組合、森林所有者等

４ 補 助 率

① ８５％ ②及び③ １／２

５ 雇用見込人数

１５５人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5024

農林水産－１-５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

災害に強い森づくり事業費

予 算 額 ５６，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

山村集落の生活用水等を供給する水源山地の森林を対象として

荒廃森林の整備、治山施設の設置等を一体的に実施することによ

り、健全な森づくりを通じて集落への良質で安定的な水の供給を

図る。

２ 事業概要

・ 取水機能を備えた治山ダムの整備

、風倒木処理・ 治山ダム周辺荒廃森林の整備

事業内容

３ 実施予定箇所目 的

舞鶴市白滝 ほか２箇所対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

１７人

担当課・係名 森林保全課治山担当 課･係･電話番号 075-414-5028

農林水産－１-６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

安心・安全の森整備事業費

予 算 額 ２０９，４１２千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

暮らしの安心・安全を守る水源かん養や土砂流出防備機能など

森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、公益性の高い保

安林の改良及び保育を実施する。

２ 事業概要

・ 本数調整伐

・ 下刈り及び除伐

事業内容

３ 実施予定箇所

亀岡市三俣ほか３２箇所目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

５６人

担当課・係名 森林保全課治山担当 課･係･電話番号 075-414-5028

農林水産－１-７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

風倒木被害森林緊急再生事業費

予 算 額 ８６，３９７千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

台風２３号により被害を受けた森林の公益的機能を早急に回復

するため、風倒木処理等の森林整備を実施する。

２ 事業概要

・ 風倒木の伐採及び跡地への造林

・ 風倒木の引き起こし

・ 上記作業のための作業路の開設

３ 実施予定箇所事業内容

激甚災害の指定５市町（南丹市(旧美山町地域)、京丹波町（旧

和知町地域 、宮津市、伊根町、京丹後市）を含む１４市町目 的 ）

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

４３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5024

農林水産－１-８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

京都・文化の森づくり事業費

予 算 額 ９，４００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

文化財や京町家等の修復、京都の祭事等に必要な用材を府が指

、 、定・登録した森林から供給するように その活用を図るとともに

優れた景観形成に貢献する社寺等の後背林の整備を行う。

２ 事業概要

① 京都・文化の森づくり事業推進委員会の開催

京都・文化の森に指定・登録した備蓄林から必要な用材を供

給することや景観保全林の整備地区について検討する。

② 京の景観保全林整備事業

世界文化遺産（社寺）等周辺の森林の枯損木、倒木等による事業内容

文化財への危害を防ぐとともに、美しい景観を守るための不用

木の伐採、整理等の実施目 的

対 象

３ 事業主体方 法 等

②のうち軽微なもの 地域の保存会等

上記以外 府

４ 補 助 率

②のうち軽微なもの １／２

５ 雇用見込人数

１５名

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 課･係･電話番号 075-414-5015

農林水産－１-９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

森林機能保全対策費

予 算 額 ４３３，０８０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

公的な森林の機能保全対策を実施するための(社)京都府森と緑

の公社への貸付金

２ 事業概要

・ (社)森と緑の公社の経営改善を図るための借入金の繰上償還資

金の貸付

事業内容

目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5024

農林水産－１-10



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の公共担い手育成事業費

予 算 額 ４，０８０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

林業労働者の高齢化等により担い手が年々減少している中で、

新たな林業労働者の育成と地域での定着を促進するため、林業へ

の本格的な就業を希望する者を対象に、技術習得のための実地研

修を行い、即戦力となる担い手を養成する。

２ 事業概要

森林整備の実地研修

・ 対象人数 １２人

・ 研修期間 １００日間事業内容

・ 研修方法 ２人の指導員が研修生５人を指導

・ 研修場所 府有林、公社造林地 ほか目 的

対 象

方 法 等

３ 実施方法

(財)京都府林業労働支援センターへの委託

４ 雇用見込人数

１２人

担当課・係名 林務課計画指導担当 課･係･電話番号 075-414-5002

農林水産－１-11



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

ツキノワグマ等の野生動物にとって外敵から身を守るために格

好の隠れ場所となっている放置された里山等について、人と野生

動物の生活エリアを隔てる緩衝地帯として整備するとともに、必

要に応じてエサとなる広葉樹の植栽を合わせ行う。

２ 事業概要

・ 放置された里山の間伐等

・ 奥山への広葉樹の植栽

・ 里道整備事業内容

目 的

３ 実施方法対 象

委託方 法 等

・ 実施個所 クマの出没が多い中山間地域の森林等

・ 実施体制 緑の雇用担い手育成事業等で新規参入した者の能力向上

研修として実施

４ 雇用見込人数

１０人

担当課・係名 森林保全課野生動物対策室 課・係 電話番号 075-414-5022

農林水産－１-12



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

森のゼロエミッション治山事業費

予 算 額 ２５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府内産間伐材を利用した木製治山ダムの整備と、現地固有樹種

による周辺森林整備を一体的に行い、ダムの建設等で排出される

二酸化炭素をダムのライフサイクルの中で回収する、ゼロエミッ

ション型の治山事業を推進する。

２ 事業概要

・ 木製治山ダムの整備 ２基

・ 治山ダム周辺荒廃森林の現地固有樹種による整備

事業内容

３ 実施予定箇所目 的

宇治市槇島町槇尾山 ほか１箇所対 象

方 法 等

担当課・係名 森林保全課治山担当 課･係･電話番号 075-414-5028

農林水産－１-13



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の河川復活事業費

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府内産間伐材を利用した工法などにより、環境に配慮した事業

を推進するとともに、京都の優れた自然環境・景観の保全と活用

を図る。

２ 事業概要

・ 環境に配慮した河川整備

木工沈床・階段工等に間伐材を利用し、生物の生息・育成環

境に配慮するとともに、親水性の向上を図る。

・ 河川施設の維持修繕事業内容

、 。根固工・護岸工に間伐材を利用し 護岸・堤体の安定を図る

目 的

対 象

３ 雇用見込人数方 法 等

９３人

担当課・係名 河川整備管理室 河川・海岸担当 課・係 電話番号 075-414-5285

農林水産－１-14



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の渓流復活事業費

予 算 額 ３０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府内産間伐材を利用した工法などにより、環境に配慮した事業

を推進するとともに、京都の優れた自然環境・景観の保全と活用

を図る。

２ 事業概要

・環境に配慮した渓流整備

間伐材などの自然素材を活用し、良好な自然環境を保全・創設

する護岸工、山腹工等を整備する。

事業内容

３ 雇用見込人数目 的

１２人対 象

方 法 等

担当課・係名 砂防室 管理・事業担当 課・係 電話番号 075-414-5314

農林水産－１-15



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の散策道等再生事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府内産間伐材を利用した工法などにより、環境に配慮した事業

を推進するとともに、京都の優れた自然環境・景観の保全と活用

を図る。

２ 事業概要

・ 環境に配慮した公園施設整備

間伐材を利用し都市公園の遊具等の再整備を実施

間伐材を利用し長距離自然歩道の歩道再整備を実施

事業内容

３ 雇用見込人数

６人目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 公園緑地課建設係 課・係 電話番号 075-414-5272

農林水産－１-16



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

府営住宅建設費

予 算 額 ２６，３００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府営住宅の整備にあたり、府内産木材を積極的に活用すること

により 「木」のぬくもりの感じられるより快適で住みやすい住、

宅づくりを促進する。

２ 事業概要

住戸内部の壁、床部分に使用する木製パネルの枠材及び一部の内

部壁仕上げに府内産木材を使用。

、 、 、また 府営住宅集会所を木造とし 土台・柱・梁等の構造用部材

下地材及び仕上げ材に府内産木材を使用。

３ 実施箇所事業内容

２団地及び集会所２棟

団 地 名 所 在 地 備 考目 的

湯 田 丹後市峰山町荒山下湯田 住戸棟対 象

百合が丘 宮津市字滝馬地内 住戸棟方 法 等

〃 〃 集会所

担当課・係名 住宅課建設係 課･係･電話番号 075-414-5360

農林水産－１-17



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

府営住宅ストック総合活用事業費

予 算 額 ２１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府営住宅の整備にあたり、住戸内部の仕上げ材及び木製パネル

の枠材に府内産木材を積極的に活用することにより 「木」のぬ、

くもりの感じられるより快適で住みやすい住宅づくりを促進す

る。

２ 事業概要

府営住宅トータルリモデル事業における住戸内部の壁、床部分

に使用している木製パネルの枠材に府内産木材を使用

事業内容

３ 実施箇所目 的

西大久保団地（宇治市大久保町平盛） １棟７０戸対 象

方 法 等

※トータルリモデル（全面的改善）事業

府営住宅の長期活用に向けた再生事業であり、建物の

躯体（鉄筋コンクリート構造部分）を残して、住戸内部

を解体・撤去し、新築とほぼ同水準の住宅に改善するも

の （約１／２のコストで新築並みの効果）。

担当課・係名 住宅課建設係 課･係･電話番号 075-414-5360

農林水産－１-18



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

ウッドマイレージ認証木材普及事業費環境に優しい

予 算 額 ２１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

京都府産認証木材の利用と流通を促進し、輸送過程の二酸化炭

素の排出量を抑制するとともに間伐等の森林整備を促進すること

により、府民レベルで森林を守り地球温暖化防止対策を推進する

仕組みを確立する。

２ 事業概要

① 認証木材普及事業事業内容

ウッドマイレージＣＯ 認証制度の対象を間伐材から木材全般へ拡２

目 的 大することに伴う府民及び事業者等への普及並びに体制整備

② 間伐等素材生産コスト削減推進事業対 象

方 法 等 認証木材製品に加工される間伐材等を低コストで生産する体制を

構築する森林組合等に対して助成

３ 事業主体

①；府等 ②；森林組合等

４ 補 助 率

②；１／２

５ 雇用見込人数

８人

注）ウッドマイレージＣＯ とは２

木材輸送過程のエネルギー消費を少なくし環境にやさしい木の利用を

促進するため、木材産地からの輸送形状（原木、製品 、及び輸送手段）

（自動車、鉄道、船舶等）ごとの距離に応じて排出される二酸化炭素の

量と、当該木材の材積を乗じて得られる指数

林務課林産振興担当 075-414-5011
担当課・係名 課・係 電話番号

林務課普及指導支援室 075-414-5005

農林水産－１-19



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

特定鳥獣保護管理推進事業費

予 算 額 ３０，９４０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

特定鳥獣保護管理計画に基づく適切な被害防除、個体数管理、

生息地管理を実施する。

２ 事業概要

① クマ剥ぎ被害防止緊急対策事業

激甚な被害が発生する恐れのある市町村を対象にしたクマ剥

ぎ防止テープの樹幹への巻き付け

② ツキノワグマ保護管理事業

誤捕獲等されたツキノワグマの奥山放獣及び生息動態管理

③ 野生鳥獣被害対策新技術開発事業事業内容

より効果的で低コストな新たな被害防止対策技術の実証、普

及啓発目 的

④ 野生鳥獣生息動態調査事業対 象

科学的な調査手法により現状を客観的に把握し、その結果に方 法 等

基づく総合的な対策の確立

３ 実施方法

① 市町村への補助（補助率８５％）

②・④ 民間企業等への委託

③ 府、委託

４ 雇用見込人数

２０人

担当課・係名 森林保全課野生動物対策室 課・係 電話番号 075-414-5022

農林水産－１-20



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

野生鳥獣被害対策事業費

予 算 額 ７５，８２５千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

野生鳥獣による農林業等の被害が拡大する一方、生息数の減少

している希少動物等の保護が求められており、共生・共存を重視

しながら総合的な被害防止対策を実施する。

２ 事業概要

農林業被害を及ぼす野生鳥獣の生息域が複数の市町村にまたが

り被害が多発する地域で、捕獲計画及び防除計画を策定し、有害

鳥獣捕獲や有害鳥獣侵入防護柵の設置等により効果的で低コスト事業内容

な被害防止対策を実施する。

目 的

対 象

３ 実施主体方 法 等

市町村

４ 補 助 率

１／２以内

担当課・係名 森林保全課野生動物対策室 課・係 電話番号 075-414-5022

農林水産－１-21



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

ナラ枯れ被害対策事業費

予 算 額 ２，０８９千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

森林病害虫等防除法に基づいて、森林の公益的機能を維持する

ため、カシノナガキクイムシによるナラ類被害の防除対策を実施

する。

２ 事業概要

â・ 伐倒駆除 １２６

事業内容

３ 事業主体

市町村等目 的

対 象

方 法 等

４ 補助率

３／４

５ 雇用見込人数

３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5026

農林水産－１-22



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

松くい虫等防除関連事業費

予 算 額 ７７，７４６千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

森林病害虫等防除法に基づいて、森林の公益的機能を維持する

、 、 。ため 守るべき松林を中心に 松くい虫等の防除対策を実施する

２ 事業概要

â・ 伐倒駆除 ３，５６９

・ 地上散布 ２２０ｈａ

・ 樹幹注入 １，７９８本

事業内容

３ 事業主体

市町村等目 的

対 象

方 法 等

４ 補助率

命令駆除 １０／１０

奨励駆除 １／４

単費駆除 ２／３

５ 雇用見込人数

１３３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5026

農林水産－１-23



平成１８年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

農林水産部関係公共事業費事 項 名

予 算 額 ７，２１２，１７２千円 新規・継続の別 継 続

【平成１８年度農林水産部関係公共事業費】

平成18年度 前 年 度 前年比
課名 事 業 名 事業主体

当初予算額 当初予算額

(％)(千円) (千円)

1,358,351 1,583,864 85.8
府営農業基盤 府

整備事業耕

1,009,753 1,755,176 57.5
団体営農業基盤 市町村

整備事業 土地改良区地

2,233,142 2,412,518 92.6国直轄事業負担金
国

緑資源機構事業内容 課

4,601,246 5,751,558 80.0小計

123,505 155,951 79.2
沿岸漁場整備開発 府

事業 市町村目 的 水

502,768 626,890 80.2
対 象 産 漁港関係施設等 府

整備事業 市町村方 法 等 課

626,273 782,841 80.0小計

643,129 803,820 80.0造林事業
市町村

森林組合等林森

293,970 367,554 80.0
林

林道事業
府

市町村務保

1,047,554 1,309,442 80.0
全

治山事業
府

市町村課課

1,984,653 2,480,816 80.0小計

合 計 7,212,172 9,015,215 80.0

耕地課総務計画担当 075 - 414 - 5036

担当課・係名 水 産 課 漁 港 係 課・係電話番号 075 - 414 - 4994

森林保全課治山担当 075 - 414 - 5028

農林水産－２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

農林水産部関係災害復興事業費事 業 名

予 算 額 ７０３，５９３千円 新規・継続の別 継 続

目 的

▲

平成１６年の台風２３号被害地域の再度災害防止を図るため緊急かつ集

中的に荒廃山地等の復旧整備を実施する。

事業内容

▲

・荒廃渓流の復旧整備（治山ダム・流路工・護岸工等）

・山腹崩壊地の復旧整備（山腹工等）

事業内容

目 的

実施予定箇所対 象
▲

・地区名：京都府中丹・丹後地区方 法 等

５市２町－綾部市、福知山市、大江町、舞鶴市、宮津市、

加悦町、京丹後市）

・宮津市滝馬 他３６箇所

財源内訳

▲

国費 5.5 10 府費 4.5 10/ /

担当課・係名 森林保全課治山担当 課・係 電話番号 075 - 414 - 5028

農林水産－３



平成１８年度当初予算案主要事項説明
農林水産部

食の安心・安全推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続７，５００千円

１ 趣 旨
食品生産・製造段階における品質管理向上対策や生産情報の開示を

促進する登録制度の推進により「安心・安全の基盤」を強化するとと

もに 「食品のリスク」に関するコミュニケーションや食情報の提供、

による情報の共有化、事業者におけるコンプライアンスの取り組みな

どにより「食の信頼づくり」を推進する。

２ 事業概要

事 業 内 容

① 食の安心・安全登録制度推進事業

事 業 内 容 食品製造における品質管理と生産情報の両方に関する基準を満

たす食品・事業者を登録し、府民に情報提供する。

目 的 ○ 指定団体への業務委託（食品業種別登録基準の作成、登録

対 象 審査業務）

方法等

② きょうと食の信頼づくり推進事業

情報の共有化、コンプライアンスの推進により 「食」の信頼、

づくりの取組を進める。

○ 食の安心・安全セミナーや食の座談会の開催

○ 消費者団体との意見交換会の開催

○ コンプライアンスの推進のための研修会の開催

○ 京都府食の安心・安全審議会の開催

③ 食情報提供事業

民間事業者との連携等により食情報を幅広く、より迅速に提供

する。

○ メールマガジンを利用し、パソコンや携帯電話にメール配

信の実施

○ 食料販売店の協力による広告チラシを活用した情報提供を

実施

075-414-5652担当課・係名 食の安心・安全プロジェクト 課・係 電話番号

農林水産－４



農林水産－５

平成１８年度当初予算案主要事項説明資料
部局名 農林水産部

中山間地域等直接支払事業費事 業 名

予 算 額 ４５８，８８４ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨
耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が懸念される中山間地域等におい

て、集落機能の維持・強化を通じて、多面的機能を確保するという観点から直接支

払を実施する。

２ 事業概要
(1)対象地域：地域振興８法（特定農山村・山村・過疎・半島等）及び知事特認地域

(2)対象農用地：農振農用地区域内の一団の農用地（１ha以上）であって、以下の基

準を満たすもの

①急傾斜農用地（田1/20、畑15度以上）

②自然条件により小区画・不整形な田

③緩傾斜農用地（田1/100、畑8度以上）、又は高齢化率・耕作放棄率

の高い農用地で市町村長が特に必要と認めるもの

(3)対象行為：集落協定等に基づき、５年間以上継続して行われる農業生産活動等

(4)対 象 者：集落協定等に基づき、５年間以上継続して農業生産活動等を行う者

(5)実施期間：平成１７年度～２１年度

(6)交付単価：

事業内容 （単位：円／10a）

急傾斜（田1/20～、畑15度～） 緩傾斜等（田1/100～、畑8度～）

目 的 田 ２１，０００ ８，０００

対 象 畑 １１，５００ ３，５００

方法等 ※加算単価 水 田 畑

規 模 拡 大 加 算 １，５００ ５００

土 地 利 用 調 整 加 算 ５００ ５００

耕地放棄地復旧加算 １，５００ ５００

法 人 設 立 加 算 １，０００ ７５０

※但し、集落協定にあたっては、農業生産活動等の体制整備として取り組むべ

き事項を実施しない場合に等は、上記単価の０．８を乗じた額となる。

(7)実施主体：市町村

(8)負担区分：

国 府 市町村

特認以外 １／２ １／４ １／４

特 認 １／３ １／３ １／３

＊特認…地域振興８法以外の地域において、中立的な第三者委員会の意見を聴い

て、知事が制度の対象とする条件不利な地域及び農用地の基準を定めたもの。

(9)１８年度対象見込面積

約４，７５８ｈａ（田約４，６８９ha 、畑約６９ha）

＜参考＞ ⑰当初予算額 ４５９，２７９千円

農村振興課 担い手育成担当 課・係 電話番号 075-414-4902担当課・係名



農林水産－６

平成１８年度当初予算案主要事項説明資料

部局名 農林水産部

ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業費事 業 名

予 算 額 ２５，２２３ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨
厳しい雇用情勢等を背景に、新たな就業の場として農林水産業に対する期待が

高まる中で府民に対する利便性の向上等を図るため、農・林・水の分野別に実施

してきた就業相談窓口を一元化した「農林水産業入門支援センター」を設置し、

農林水産業への就業情報を総合的・効果的に提供する。

これと併せて、新規就農希望者の研修に必要な農地、住居、指導者、担い手づ

くり後見人等を確保・整備し、地域において技術習得から就農まで一貫して支援

する「担い手養成実践農場」を設置することにより、円滑に就農できる総合的な

システムを構築する。

２ 事業概要事業内容

(1) 農林水産業入門支援事業費
目 的

対 象 事業主体 京都府農業会議

方法等

事業内容 農林水産業入門支援センターの設置

○新規参入希望者 に対する相談窓口の一元化（農業・林業・水産業）

○専任の相談員の設置

○実践農場等研修先の紹介、連携 等

(2) 実践農場整備事業費
就農希望者が研修後も継続して就農できる実践農場の整備

事業主体 府 市 町 村 等（一部京都府農業開発公社に委託）

事業内容 ①住宅確保等の地域調整を図①農場運営管理者の設置

研修終了後も同一農地での就農を る担い手づくり後見人の設

図ることができる実践農場の選定 置、活動支援

②農地の整備費、研修用機械②研修期間中の経費の負担

農場指導者の設置費、農地及びハ 等及びハウス（⑰以降設置

ウス（⑯以前設置分）の借上費 分）の借上費

対 象 者 新規参入者（非農家出身）

備 考 実雇用人数２６人

○市町村に対する補助金は、地域課題対応型ふるさと推進事業費に計上

農村振興課 担い手育成担当 課・係 電話番号 075-414-4902担当課・係名



農林水産－７

平成１８年度当初予算案主要事項説明資料
部局名 農林水産部

農のあるライフスタイル実現プロジェクト推進事業費事 業 名

予 算 額 ７，５００ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨

農山村部で進行する担い手不足のなか、長寿化に伴う新たな暮らし方として

「農のあるライフスタイル」を求め、農山村に移り住んだ都市住民を農山村の

多様な担い手として位置付け、共に地域の環境を守り、生き生きした農山村づ

くりを進める。

２ 事業概要

（都市住民と農村住民のマッチング）1) 農のあるライフスタイル提案事業
都市住民の農山村への定住を確実に進めるために、都市住民の受け入れ

を考えている農村集落が田舎暮らしの希望者を対象に農村住宅の見学会や

地域の暮らし・農作業の相談を行うなど、都市住民と農村住民のマッチン事業内容

グに繋がる企画を実施する。

・都市部で行う田舎暮らしのＰＲ目 的

・農村部で行う都市住民と農村住民の顔見せ会（仮称）対 象

方法等

2) 京の田舎ぐらしナビゲーター事業
田舎暮らしに必要な地域の共同作業や各種行事、住居等に関する相談を

都市住民から受ける地域の相談役を、「京の田舎ぐらしナビゲーター」と

して認定し、その活動を支援する。

3) 京の田舎ぐらし受け入れ対策事業
京の田舎ぐらしを進めるために、各市町村の農山村地域の住宅地、空き家、

市町村営住宅などを紹介する農山村住居情報バンクの整備を促進し、その情報

のネットワーク「京の田舎ぐらし情報バンク」の充実を図る。

http://www.pref.kyoto.jp/noson/inaka-gu/index.html）（

4) 京の田舎ぐらし・ふるさとセンターの運営
若年者の就業相談を行っているジョブカフェ（京都テルサ内）に設置し

たサテライトコーナー等で 田舎暮らし相談を行う他、ホームページやメー、

。ルレターで府内のさまざまな農山村情報を提供する

（ s ）http://www.agr-k.or.jp/%7Ekyoto-j/index. html

・ 農山村暮らしに関する窓口・電話相談への対応

・ 田舎暮らし実践講座（連続講座・農業農村体験）などの各種講座の紹介

・ 府内の農山村の就農情報、生活情報、住居情報などの提供

・ 住居情報を提供している市町村窓口の紹介

農村振興課 地域振興担当 課・係 電話番号 075-414-4900担当課・係名



平成１８年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

「いただきます。地元産」プラン推進事業費事 業 名

１１，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

学校や病院、福祉施設等における安全・新鮮でおいしいブランド京野菜な

○

ど地元農産物の給食利用を推進

学校給食、体験学習を通じ、子ども達に地元の農業や食文化、食生活への

○

理解を促進

２ 内 容

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

事 業 内 容 「京野菜等地元野菜給 市町村が選定したモデル校で、地 千円
食の日」実施モデル事業 元農産物を利用した学校給食の取組 １，３００

目 的 に対し支援

対 象 地元産米の給食利用推 市町村が学校給食に地元産米を利
進事業 用する際、その使用量に応じて助成 ６，０００

方 法 等
市町村地産地消取組支 市町村等が地産地消計画を策定す
援事業（＊） る際の協議会の開催等に対し助成 ７００

「いただきます。地元 ブランド京野菜など地元農産物を
産」プラン京都府推進 利用した学校給食の実施に向け、府 ２５０
協議会設置運営事業 内の気運を高めるため協議会を設置

農と食のふれあい支援 地元の農業や食文化・食生活への
事業 理解促進のため、農場や農産加工場 ２，０００

等における体験学習等を市町村の協
力を得ながら実施

病院・福祉施設地元産 病院や福祉施設での地元農産物利
利用促進懇話会設置運 用を促進するため、懇話会等を設置 ２５０
営事業

「いただきます。地元 病院や福祉施設での地元農産物利
産」利用促進啓発事業 用を促進するため、一定基準以上の ５００

利用施設に対し 『京都府「いただき、
ます。地元産」プラン推進施設（仮
称 』レリーフ等を貸与）

合 計 １１，０００

＊市町村地産地消取組支援事業・・・農政課所管事業

担 当 課 課 ・ 係 直 通
０７５－４１４－４９４４農産流通課 野 菜 係

０７５－４１４－４８９８・ 係 名 電 話 番 号農 政 課 企 画 室

農林水産－８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

ブランド京野菜等倍増戦略事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２２６，７３９千円

○京野菜こだわりプロジェクト推進事業費 ２０５，４３９千円

１ 趣 旨
京都らしい環境にやさしい農業への取組や、栽培方法等に係る情報の提供等を要件とした

独自の新たな認証により、消費者等への信頼感を向上させ、ブランド京野菜の付加価値を高
める。

２ 内 容

事 業 名 事 業 内 容 ⑱予算額

千円京 都 こ だ わ り ○京都こだわり農法に基づき生産されたブランド京野菜
生 産 認 証 事 業 等を認証するシステムの運営 11,593

事 業 内 容
京野菜こだわり技術 ○土づくりの普及・啓発(土づくりコンクールの実施等) 8,360
の実証､研究､普及事業 ○環境にやさしい農業技術の実証・普及、研究・開発

目 的
京 野 菜 こ だ わ り ○京都こだわり農法の導入活動支援 182,726

産 地 支 援 事 業 ○京都こだわり農法実践条件整備支援対 象

京 野 菜 こ だ わ り ○地域の有機性資源循環利用促進や土づくり効果の実証 2,760方 法 等
土 づ く り 支 援 事 業 等に対する支援

○ブランド京野菜等倍増戦略推進事業費 ２１，３００ 千円

１ 趣 旨
確かなものづくりにより京野菜の魅力を更に強化し、ブランドイメージを高めるとともに、

ブランド京野菜を多くの消費者・流通関係者にＰＲし、需要の拡大を図る。

２ 事業内容

事 業 名 事 業 内 容 ⑱予算額

千円「京マーク」ＰＲ事業 ○様々なメディアを活用した「京マーク」のＰＲ
○京野菜ファンクラブの運営 8,300

京 野 菜 信 頼 感 ○統一デザインの検討 「京のブランド産品」のキャッ 2,500、
向 上 支 援 事 業 チコピーの公募

府 内 戦 略 構 築 事 業 ○みんなが作れる京野菜料理講習会の開催 「京野菜検 4,300、
定」の実施、京野菜とゆかりが深いツアーコースの設定

首都圏等戦略構築事業 ○「ほんまもん京野菜取扱店」の開拓・選定、外食産業 6,200
等業務ルートの開拓、京野菜フェアの開催、販売関係
者に対する研修会の実施

０７５－４１４－４９４０京の農林水産物ブランド推進プロジェクト 課 ・ 係 直 通

４９４４担 当 課 農産流通課 野 菜 係

４９６７・ 係 名 電 話 番 号環 境 保 全 係

農林水産－９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農林水産部

京の米産地づくり事業費事 業 名

１６，２００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣旨

米政策改革の進展に伴い、米価下落や米の産地間競争が激化する中、環境や

食味にこだわった安心感ある「京都米」づくりによる、市場競争力の高い米の

生産対策の強化とあわせ、低コスト生産技術の普及や食味向上に向けた取組を

通じて、持続的な京都米の産地づくりを進める。

（事業費：単位千円）２ 事業概要

事 業 内 容

事業名 事業内容 事業費

目 的

対 象 戦略的こめ産地 12,000「京都米」づくりに係る農業機械への

助成方法等 条件整備事業

（事業主体：地域営農組織・受託組織等）

戦略的こめ産地 3,000「京都米」づくりの実証活動への助成

実証活動事業 事業主体：市町村、農業協同組合

地域営農組織等

安心感ある京都米 1,200・地域実態に即した栽培指針策定、

研修会等産地づくり事業

・モデルほ場設置、食味共励会開催へ等

の助成（事業主体：農業協同組合）

担当課・係名 農産流通課 農産係 課・係 電話番号 075-414-4955

農林水産－１０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農林水産部

中山間地域等特産物育成事業費事 業 名

３２，８６０千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣旨

平成１９年度から国において米、麦、白大豆に限定した品目的経営安定対

策が実施される中、中山間地域が多い本府農業実体を踏まえ、実需業界から

の評価の高く、国の対策の対象とならない小豆、黒大豆を中心に、幅広い生

産対策を講じるとともに、出荷促進のための環境整備や生産者の組織化を進

事 業 内 容 め、継続性のある特産物産地の育成を図る。

（事業費：単位千円）目 的 ２ 事業概要

対 象

（１）京都特産小豆・黒大豆総合対策事業 １９，９００千円方法等

事業名 事業内容 事業費

戦略的豆産地条件 小豆、黒大豆生産に係る農業機械への助成 15,000
（ ）整備事業 事業主体：地域営農組織・受託組織等

戦略的豆産地実証 新たな産地づくりのための実証活動への助成 3,000
活動事業 事業主体：市町村、農業協同組合

地域営農組織等

京都産豆類生産出 ・生産、実需者、販売者等関係者による 1,900
荷協議会開催事業 情報交換会、産地巡回の実施
等 ・産地別営農レシピの作成とその実践支援

・生産者部会づくりに対する助成
（ 、 ）事業主体：市町村 農業協同組合

（２）地域対応転作作物導入支援事業 １２，９６０千円

事業名 事業内容 事業費

地域対応作物導入 12,000麦・白大豆等に係る農業機械への助成
（ ）条件整備事業 事業主体：地域営農組織・受託組織等

特色ある土地利用 960麦・白大豆等の品質向上、生産拡大に係る
活動への助成型作物産地づくり

推進事業 （事業主体：市町村、農業協同組合等）

担当課・係名 農産流通課 農産係 課・係 電話番号 075-414-4955
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平 成 １ ８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

農 林 水 産 部

鶏卵・鶏肉トレーサビリティシステム支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続９，０００千円

１ 趣 旨

京都府内で生産・流通・消費される鶏卵・鶏肉について、生産者と流通業者が一体と

なって取り組む衛生管理水準の向上とトレーサビリティを組み合わせた安心・安全な京

都府産鶏卵・鶏肉の流通システムの構築に対して支援する。

事業内容 ２ 事 業 主 体

京都府鶏卵・鶏肉安全推進協議会

目 的

対 象 ３ 事 業 概 要

方 法 等 生産・流通・消費の各段階の連携による京都府産鶏卵・鶏肉のトレーサビリティシステ

ムに必要な情報関連機器の導入及びデータベース構築に係る支援

（１）鶏卵の安心・安全の確保の実践（継続）

（２）鶏肉の安心・安全の確保の実践（拡充）

担当課・係名 畜 産 課 畜 産 係 庁内電話番号 075-414-4985

農林水産－１２



平成１８度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

森林整備地域活動支援事業費事 業 名

予 算 額 ２４０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

森林の有する国土保全、水源かん養、地球温暖化防止等の多面的機能を

、 。発揮させるため 森林整備の取組を推進する措置として交付金を交付する

２ 事業概要

（１）対象地

森林施業計画の認定を受けた３０ヘクタール以上のまとまりある団地

（公有林及び緑資源機構林を除く）

事業内容 （２）対象行為

協定に基づき行われる森林施業の実施に不可欠な地域における活動

目 的 ・森林の現況調査 ・施業実施区域の明確化作業 ・歩道の整備等

対 象

方 法 等 （３）対象者

協定に基づき活動を行う認定森林所有者等

（４）実施期間

平成１４年度～１８年度

（H17.12から林野庁において事業見直しの検討開始）

（５）助成単価

１０，０００円（ヘクタール・年相当）

《積算基礎となる森林》

・人工林３５年生以下及び天然林で育成林６０年生以下の合計

・治山事業の整備森林を除く

（６）負担区分

国１／２ 府１／４ 市町村１／４

担当課・係名 林務課計画指導担当 課・係 電話番号 075 - 414 - 5002
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